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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。 

４. 潜在株式がないため潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は記載しておりません。 

５. 従業員数は、就業人員数であり、（ ）内にパートタイマー（１日８時間換算）を外数で記載しております。 

６．第１１期中より金額の記載単位を百万円に変更しており、以前の各期についても同様に変更しております。 

  

 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 4,608 5,676 6,720 9,463 11,809

経常利益（百万円） 566 700 827 1,105 1,407

中間（当期）純利益（百万円） 330 425 463 586 828

持分法を適用した場合の投資利益
（百万円） 

- - - - -

資本金（百万円） 518 1,290 2,473 1,290 2,473

発行済株式総数（株） 58,488 62,988 68,488 62,988 68,488

純資産額（百万円） 2,923 5,059 8,166 4,685 7,785

総資産額（百万円） 3,845 6,307 9,671 6,020 9,279

１株当たり純資産額（円） 49,992.12 80,329.32 119,243.43 74,221.16 113,484.28

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

5,657.30 6,762.42 6,770.49 9,543.04 12,785.53

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

- - - - -

１株当たり配当額（円） 670 670 1,000 1,340 1,670

自己資本比率（％） 76.0 80.2 84.4 77.8 83.9

営業活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

459 478 663 1,135 1,425

投資活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△467 △952 △4,028 △809 △1,631

財務活動によるキャッシュ・フロー
（百万円） 

△63 △45 △71 1,417 2,257

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（百万円） 

739 2,034 1,169 2,554 4,606

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）(名) 

147 
(706)

200
(845)

221
(1,092)

163 
(791)

198
(1,044)



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１.従業員数は、就業人員であります。また、（ ）内にパートタイマーの平均雇用人員（１日8時間換算）を外数で記載し

ております。 

  

２.従業員が前事業年度末に比べ、２３名増加したのは、主として事業拡大に伴う期中採用によるものであります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

  平成18年９月30日現在

従業員数（名） 221(1,092） 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間期におけるわが国経済は、原油高や米中経済の減速懸念という不安材料を抱えながらも、設備投資と個人消費の内需

の２本柱がけん引役となり、景気は前期より引き続いて概ね好調に推移しました。 

焼肉業界におきましては、７月に米国産牛肉の輸入再開が決定されたものの、安全性に対する消費者の不信感は払拭されて

おらず、大手焼肉チェーン店の既存店売上高は、依然として前年割れで推移しました。 

このような状況のもとで当社は、食肉の専門集団である強みを活かして、高品質でリーズナブルな国産牛肉のメニューをよ

り一層充実させると共に、美味しい焼鳥を提供する為の「焼き」の技術向上を推進することで顧客満足度を高め、客数増加

に努めてまいりました。新規出店については、焼肉部門のあみやき亭は６店舗、焼鳥部門の美濃路は４店舗の合計10店舗を

出店し、総店舗数を105店舗としました。 

以上の結果、当中間期の業績は、売上高6,720百万円（前年同期比18.4％増）、経常利益827百万円（前年同期比18.2％

増）、中間純利益463百万円（前年同期比8.9％増）を計上することができました。 

  

（新規出店と売上高） 

焼肉部門は、4月に「長久手店」と「東海店」、5月に「一宮開明店」、6月に「浜松宮竹店」、8月に「津高茶屋店」、9

月に「岡崎北店」の6店舗を新規に出店しました。新規出店により、「あみやき亭」の店舗数は64店舗、売上高 5,071百万

円（前年同期比18.8％増）となりました。上期の既存店の売上高対前年比は、99.0％でした。 

焼鳥部門は、5月に「栄生店」、7月に「柳原通店」、9月に「八熊通店」と「岩倉店」の4店舗を新規に出店しました。新

規出店により「美濃路」の店舗数は41店舗、売上高 1,649百万円（前年同期比17.1％増）となりました。上期の既存店の売

上高対前年比は、95.0％でした。 

  

（売上原価および売上総利益） 

 売上原価は、2,565百万円（前年同期比15.4％増、342百万円増）、売上総利益は、4,155百万円（前年同期比20.3％増、

702百万円増）、売上総利益率は 61.8％（前年同期1.0％増）となりました。 

  

（販売費および一般管理費） 

販売費および一般管理費は、3,346百万円（前年同期比 20.1％増、559百万円増）となり、売上高比は 49.8％（前年同期

比0.7％増）となりました。 

  

（経常利益） 

経常利益は、827百万円（前年同期比18.2％増、127百万円増）となり、売上高比は 12.3％（前年同期比0.0％増）となり

ました。 

  

（中間純利益） 

中間純利益は 463百万円（前年同期比8.9％増、37百万円増）となり、売上高比は 6.9％（前年同期比0.6％減）となりま

した。 

  

（２）キャッシュ・フロー 

当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末と比べ 3,437百万円減少し、当中間期末には 

1,169百万円となりました。 

当中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期において、営業活動の結果得られた資金は 663百万円となりました。 

これは主に、税引前中間純利益が 815百万円計上されたものの、法人税等の支払額が 362百万円あったこと等を反映したも

のであります。 

  

 



（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当中間期において投資活動の結果使用した資金は 4,028百万円となりました。 

  これは主に、定期預金の預け入れによる支出が3,500百万円あったこと等を反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間期において財務活動の結果使用した資金は 71百万円となりました。 

  これは主に、配当金の支払額が 68百万円あったこと等を反映したものであります。 

  

 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は製造原価によって表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

①原材料仕入実績 

 （注）１．金額は仕入価額によって表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

②商品仕入実績 

 （注）１．金額は仕入価額によって表示しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社は、見込生産を行っておりますので、受注状況については記載すべき事項はありません。 

  

 

品目 
当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

肉類（百万円） 902 128.6 

合計（百万円） 902 128.6 

品目 
当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

肉類（百万円） 801 139.2 

合計（百万円） 801 139.2 

品目 
当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

肉類（百万円） 455 88.3 

酒類（百万円） 427 122.2 

青果（百万円） 201 113.1 

ドリンク（百万円） 98 137.4 

魚介類（百万円） 37 68.7 

タレ類（百万円） 128 185.5 

その他食材（百万円） 324 113.5 

合計（百万円） 1,673 109.7 



(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(5）収容能力及び収容実績 

 （注）１．上記は直営店舗における収容能力及び収容実績であります。 

２．客席数は、各店舗座席数に営業日数を乗じて日割計算しております。 

  

 

部門 
当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

売上高 

焼肉部門（百万円） 5,071 118.8 

焼鳥部門（百万円） 1,649 117.1 

合計（百万円） 6,720 118.3 

地域 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

客席数
（席） 

構成比
（％） 

来店客数
（人） 

構成比
（％） 

客席数
（席） 

構成比
（％） 

来店客数
（人） 

構成比
（％） 

あみやき亭    

愛知県 9,750 69.2 1,728,834 65.5 11,122 61.6 1,980,767 62.3

（名古屋市内） (4,396) (31.2) (811,208) (30.7) (4,513) (25.0) (829,969) (26.1)

（名古屋市外） (5,354) (38.0) (917,626) (34.8) (6,609) (36.6) (1,150,798) (36.2)

岐阜県   329 2.3   50,393 1.9 818 4.5 122,703 3.9

三重県 633 4.5 121,032 4.6 824 4.6 114,855 3.6

静岡県 － － － － 812 4.5 93,174 2.9

小計 10,712 76.0 1,900,259 72.0 13,576 75.2 2,311,499 72.7

やきとり家美濃路    

愛知県 3,288 23.3 713,491 27.0 4,058 22.5 794,218 25.0

（名古屋市内） (1,767) (12.5) (389,674) (14.7) (2,087) (11.6) (410,421) (12.9)

（名古屋市外） (1,521) (10.8) (323,817) (12.3) (1,971) (10.9) (383,797) (12.1)

岐阜県 55 0.4 12,895 0.5 324 1.8 50,861 1.6

三重県 46 0.3 13,403 0.5 101 0.6 23,458 0.7

小計 3,389 24.0 739,789 28.0 4,483 24.8 868,537 27.3

合計 14,101 100.0 2,640,048 100.0 18,059 100.0 3,180,036 100.0



(6）地域別販売実績 

  

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

地域 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

売上高 
（百万円） 

構成比
（％） 

期末店舗数（店）
売上高
（百万円） 

構成比
（％） 

期末店舗数（店）

あみやき亭   

愛知県 3,872 68.2 46 4,348 64.7 52

（名古屋市内） (1,818) (32.0) (21) (1,837) (27.3) (21)

（名古屋市外） (2,053) (36.2) (25) (2,510) (37.4) (31)

岐阜県 122 2.2 3 195 2.9 3

三重県 271 4.8 4 325 4.9 5

静岡県 ― ― ― 201 3.0 4

小計 4,267 75.2 53 5,071 75.5 64

やきとり家美濃路   

愛知県 1,352 23.8 31 1,513 22.5 37

（名古屋市内） (744) (13.1) (16) (788) (11.7) (19)

（名古屋市外） (607) (10.7) (15) (724) (10.8) (18)

岐阜県 33 0.6 2 94 1.4 3

三重県 23 0.4 1 42 0.6 1

小計 1,408 24.8 34 1,649 24.5 41

合計 5,676 100.0 87 6,720 100.0 105



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 特に記載すべき事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特に記載すべき事項はありません。 

  

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において設備計画し、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

  

  

 （注）1. 金額は帳簿価額であり、建設仮勘定は含まれておりません。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

2. 従業員数には、パートタイマー及びアルバイトは含まれておりません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)当中間会計期間において前期末に計画した設備の新設について重要な変更はありません。 

  

(2)重要な設備計画の完了 

 前期末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは、次のとおりであります。 

  

（注）投資額には無形固定資産が含まれております。なお、金額には消費税等は含まれておりません。 

  

 

事業所名 
（所在地） 

事業の部
門別名称 

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(名) 

建物 構築物
機械及
び装置 

車両運
搬具 

器具及
び備品 

土地
(面積㎡)

無形固定
資産 

合計 

美濃路栄生店 
（名古屋市西区） 

焼鳥部門 
店舗内装設
備等 

17 2 1 － 0 － 0 21 1

美濃路柳原通店 
（名古屋市北区） 

焼鳥部門 
店舗内装設
備等 

17 2 1 － 1 － 0 23 1

美濃路八熊通店 
（名古屋市中川区） 

焼鳥部門 
店舗内装設
備等 

16 3 1 － 1 － 0 23 1

事業所名 
（所在地） 

事業の部門
別名称 

設備の内容 投資額（百万円） 完了年月 完了後の増加能力 
（増加客席数）（席） 

あみやき亭長久手店 
（愛知郡長久手町） 

焼肉部門 
店舗内装設
備等 

84 平成18・4 226 

あみやき亭東海店 
（愛知県東海市） 

焼肉部門 
店舗内装設
備等 

82 平成18・4 192 

あみやき亭一宮開明店 
（愛知県一宮市） 

焼肉部門 
店舗内装設
備等 

44 平成18・5 172 

あみやき亭浜松宮竹店 
（静岡県浜松市） 

焼肉部門 
店舗内装設
備等 

65 平成18・6 192 

あみやき亭津高茶屋店 
（三重県津市） 

焼肉部門 
店舗内装設
備等 

88 平成18・8 192 

あみやき亭岡崎北店 
（愛知県岡崎市） 

焼肉部門 
店舗内装設
備等 

53 平成18・9 180 

美濃路岩倉店 
（愛知県岩倉市） 

焼鳥部門 
店舗内装設
備等 

25 平成18・9 110 



(3)当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は以下のとおりです。 

  

 （注）１．投資予定金額には、無形固定資産が含まれております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(4)重要な設備の除却等の計画 

 重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

  

事業所名 
（所在地） 

事業の部門
別の名称 

設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び完了予定
完成後の増加能力
(席) 
（増加客席数） 

総額
（百万円）

既支払額
（百万円）

着手 完了

あみやき亭静岡流通通店
（静岡県静岡市） 

焼肉部門 店舗内装設備等 81 0 自己資金 平成18・9 平成18・11 178

あみやき亭津白塚店 
（三重県津市） 

焼肉部門 店舗内装設備等 59 － 自己資金 平成18・10 平成18・12 188

あみやき亭高浜店 
（愛知県高浜市） 

焼肉部門 店舗内装設備等 70 3 自己資金 平成18・10 平成18・11 188

あみやき亭四日市久保田
店（三重県四日市市） 

焼肉部門 店舗内装設備等 82 0 自己資金 平成18・10 平成18・12 188

美濃路津高茶屋店 
（三重県津市） 

焼鳥部門 店舗内装設備等 31 1 自己資金 平成18・ 9 平成18・11 110

美濃路植田店 
（名古屋市天白区） 

焼鳥部門 店舗内装設備等 25 1 自己資金 平成18・ 9 平成18・12 110

フードシステム 
（愛知県春日井市） 

－ 加工場 75 9 自己資金 平成18・ 9 平成18・11 －



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 144,000 

計 144,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 68,488 68,488

東京証券取引所
（市場第一部） 
名古屋証券取引所 
（市場第一部） 

－ 

計 68,488 68,488 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年4月1日～ 
平成18年9月30日 

― 68,488 ― 2,473 ― 2,426 



(4）【大株主の状況】 

  

（注）上記所有株式のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社        3,970株 

野村信託銀行株式会社                  3,046株 

日興シティ信託銀行株式会社               2,324株 

資産管理サービス信託銀行株式会社            1,544株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社          1,155株 

  

 

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

チャレンジブイコーポレーシ
ョン有限会社 

愛知県小牧市桃ヶ丘２丁目10－２ 14,640 21.37 

佐藤 啓介 愛知県小牧市桃ヶ丘２丁目10－２ 12,550 18.32 

米久株式会社 静岡県沼津市岡宮寺林1259番地 4,800 7.00 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,970 5.79 

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町2丁目2番2号 3,046 4.44 

佐藤 きい 愛知県小牧市桃ヶ丘２丁目10－２ 3,000 4.38 

日興シティ信託銀行株式会社 東京都品川区東品川2丁目3番14号 2,324 3.39 

シー エム ビー エル エ
ス エー 
リ・ミューチャル ファンド 

東京都中央区日本橋兜町6番7号 1,738 2.53 

資産管理サービス信託銀行株
式会社 

東京都中央区晴海1丁目8番12号 1,544 2.25 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,155 1.68 

計 － 48,767 71.20 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次の通りであります。 

(1）新任役員 

    該当事項はありません。 

  

(2）退任役員 

 該当事項はありません。 

  

(3)役職の異動 

  

 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 68,488 68,488 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 68,488 － － 

総株主の議決権 － 68,488 － 

    平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

- - - - - -

計 - - - - -

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 449,000 476,000 461,000 454,000 459,000 450,000 

最低（円） 417,000 432,000 399,000 402,000 415,000 420,000 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

専務取締役 － 常務取締役 － 小坂 治樹 平成18年12月７日



第５【経理の状況】 
  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

  

３．中間連結財務諸表について 

  当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
 

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）      

Ⅰ 流動資産      

１．現金及び預金   2,000  4,571 4,560  

２．預け金   34  97 45  

３．たな卸資産   50  30 26  

４．その他   170  188 162  

流動資産合計   2,256 35.8 4,888 50.5  4,795 51.7

Ⅱ 固定資産      

(1）有形固定資産 ※1    

１．建物   2,414  2,937 2,674  

２．構築物   262  323 290  

３．器具及び備品   222  231 219  

４．土地   121  121 121  

５．その他   257  204 310  

有形固定資産合計   3,277 51.9 3,818 39.5  3,616 39.0

(2）無形固定資産   24 0.4 32 0.3  27 0.3

(3）投資その他の資
産 

     

１．差入保証金   371  451 412  

２．その他   378  480 426  

投資その他の資産
合計 

  749 11.9 932 9.7  839 9.0

固定資産合計   4,051 64.2 4,782 49.5  4,484 48.3

資産合計   6,307 100.0 9,671 100.0  9,279 100.0

       



  

 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）      

Ⅰ 流動負債      

１．買掛金   324  400 431  

２．未払金   226  200 209  

３．未払費用   275  373 322  

４．未払法人税等   315  362 384  

５．賞与引当金   51  52 50  

６. 役員賞与引当金   ―  6 ―  

７．その他 ※3 54  109 96  

流動負債合計   1,248 19.8 1,504 15.6  1,494 16.1

負債合計   1,248 19.8 1,504 15.6  1,494 16.1

       

（資本の部）      

Ⅰ 資本金   1,290 20.5 ― ―  2,473 26.7

Ⅱ 資本剰余金      

資本準備金   1,244 19.7 ― ―  2,426 26.1

Ⅲ 利益剰余金      

１．利益準備金   36  ― 36  

２．任意積立金   1,901  ― 1,901  

３．中間（当期）未
処分利益 

  584  ― 944  

利益剰余金合計   2,522 40.0 ― ―  2,882 31.1

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

  2 0.0 ― ―  2 0.0

資本合計   5,059 80.2 ― ―  7,785 83.9

負債・資本合計   6,307 100.0 ― ―  9,279 100.0

             



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円）
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（純資産の部）      

Ⅰ 株主資本      

１．資本金    2,473 25.6   

２．資本剰余金      

(1) 資本準備金    2,426   

資本剰余金合計    2,426 25.1   

３．利益剰余金      

(1) 利益準備金    36   

(2) その他利益剰余
金 

     

特別償却準備金    0   

別途積立金    2,500   

繰越利益剰余金    727   

  利益剰余金合計    3,264 33.7   

  株主資本合計    8,165 84.4   

 Ⅱ 評価・換算差額等      

１.その他有価証券評価差額金    1 0.0   

 評価・換算差額等合
計 

   1 0.0   

純資産合計    8,166 84.4   

負債純資産合計    9,671 100.0   

             



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円）
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   5,676 100.0 6,720 100.0  11,809 100.0

Ⅱ 売上原価   2,222 39.2 2,565 38.2  4,568 38.7

売上総利益   3,453 60.8 4,155 61.8  7,241 61.3

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

  2,787 49.1 3,346 49.8  5,869 49.7

営業利益   666 11.7 809 12.0  1,371 11.6

Ⅳ 営業外収益 ※1 38 0.7 22 0.3  59 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※2 3 0.1 3 0.0  24 0.2

経常利益   700 12.3 827 12.3  1,407 11.9

Ⅵ 特別利益 ※3 3 0.1 0 0.0  3 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4 0 0.0 12 0.2  5 0.0

税引前中間(当期)
純利益 

  702 12.4 815 12.1  1,404 11.9

法人税、住民税及
び事業税 

※6 285  343 600  

法人税等調整額 ※6 △9 276 4.9 8 351 5.2 △24 576 4.9

中間(当期)純利益   425 7.5 463 6.9  828 7.0

前期繰越利益   158 ―  158 

中間配当額   － ―  42 

中間(当期)未処分
利益 

  584 ―  944 

             



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年９月30日） 

  

(注)平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金
利益剰余
金合計 特別償却

準備金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日  残高 
（百万円） 

2,473 2,426 2,426 36 1 1,900 944 2,882 7,783

中間会計期間中の変動額   

特別償却準備金の取崩(注） － － － － △0 － 0 － －

別途積立金の積立(注) － － － － － 600 △600 － －

剰余金の配当(注) － － － － － － △68 △68 △68

役員賞与(注) － － － － － － △13 △13 △13

中間純利益 － － － － － － 463 463 463

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － －

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ － － － △0 600 △217 382 382

平成18年9月30日  残高 
（百万円） 

2,473 2,426 2,426 36 0 2,500 727 3,264 8,165

  

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価
差額金 

評価・換算差額等合
計 

平成18年3月31日  残高 
（百万円） 

2 2 7,785

中間会計期間中の変動額  

特別償却準備金の取崩(注) － － －

別途積立金の積立(注) － － －

剰余金の配当(注) － － △68

役員賞与(注) ― － △13

中間純利益 － － 463

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額） 

△0 △0 △0

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△0 △0 381

平成18年9月30日  残高 
（百万円） 

1 1 8,166



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ

ュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
     

税引前中間（当期）純利益   702 815 1,404 

減価償却費   172 206 382 

賞与引当金の増加額   3 2 2 

役員賞与引当金の増加額   ― 6 ― 

受取利息及び受取配当金   △2 △2 △4 

支払利息   0 ― 0 

新株発行費   ― ― 16 

有形固定資産売却損   ― 2 ― 

有形固定資産除却損   0 10 4 

たな卸資産の増減額 
（△増加） 

  23 △3 47 

その他流動資産の増減額
（△増加） 

  △31 △36 △7 

仕入債務の増減額 
（△増加） 

  △73 △31 34 

未払金及び未払費用の増加
額 

  49 52 113 

未払消費税等の増減額（△
減少） 

  △49 4 △8 

その他流動負債の増加額   5 7 38 

役員賞与の支払額   △10 △13 △10 

その他   16 1 6 

小計   809 1,022 2,020 

利息及び配当金の受取額   2 2 4 

利息の支払額   ― ― △0 

法人税等の支払額   △332 △362 △599 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  478 663 1,425 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約キャッシ

ュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
     

定期預金の預入による支出   ― △3,500 ― 

有形固定資産の取得による
支出 

  △841 △427 △1,423 

有形固定資産の売却による
収入 

  ― 0 ― 

無形固定資産の取得による
支出 

  △6 △5 △10 

投資有価証券の取得による
支出 

  △0 △0 △1 

差入保証金への支出   △46 △38 △88 

差入保証金の回収による収
入 

  0 ― 0 

貸付けによる支出   △27 △28 △34 

貸付金の回収による収入   6 11 13 

その他   △37 △39 △87 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △952 △4,028 △1,631 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
     

株式の発行による収入   ― ― 2,348 

配当金の支払額   △42 △68 △84 

その他   △3 △3 △6 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △45 △71 2,257 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る

換算差額 
  ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減

額（△減少） 
  △519 △3,437 2,051 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首

残高 
  2,554 4,606 2,554 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
※ 2,034 1,169 4,606 

       



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

①その他有価証券 ①その他有価証券 ①その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定） 

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

  (2) たな卸資産 (2) たな卸資産 (2) たな卸資産 

  ①原材料・商品 ①原材料・商品 ①原材料・商品 

  先入先出法による原価法 同左 同左 

  ②製品 ②製品 ②製品 

  総平均法による原価法 同左 同左 

  ③貯蔵品 ③貯蔵品 ③貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 同左 同左 

２．減価償却資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

 定率法 

ただし、平成10年４月１日以 

降に取得した建物（附属設備 

を除く）については定額法 

同左 同左 

  （主な耐用年数）     

  建物     15年 ～ 31年     

  器具及び備品  3年 ～ 8年     

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

  定額法 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（5年）に基づ

いております。 

同左 同左 

  (3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用 

  定額法 同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 同左 

  (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

  

  

  

  

従業員賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のう

ち、当中間会計期間に対応す

る額を計上しております。 

  

  

  

  

同左 従業員賞与の支給に備えるた

め、将来の支給見込額のう

ち、当事業年度に対応する額

を計上しております。 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

    (3) 役員賞与引当金   

    

────────── 

  役員に対する賞与の支給に備え

るため、役員賞与支給見込額の

当中間会計期間に対応する額を

計上しております。 

  

────────── 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３か月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



 会計処理の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成18年3月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しております。 

 これによる損益への影響はありま

せん。 

  

  

  

────────── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年8

月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第6号）を適

用しております。 

 これによる損益への影響はありま

せん。 

  

  

  

────────── 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当中間会計期間より「役員賞与に

関する会計基準」 （企業会計基準

第４号 平成17年11月29日）を適用

しております。 

 これにより、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益がそれぞれ6

百万円減少しております。 

  

  

  

  

────────── 

  

  

  

  

  

  

────────── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は、8,166百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  

  

  

  

  

  

────────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

1,137百万円 1,522百万円 1,344百万円 

２．コミットメントライン契約 ２．コミットメントライン契約 ２．コミットメントライン契約 

   当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行8行とコミットメン

トライン契約を締結しております。 

   これら契約に基づく当中間会計期間

末の借入実行残高は次の通りでありま

す。 

   当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行8行とコミットメン

トライン契約を締結しております。 

   これら契約に基づく当中間会計期間

末の借入実行残高は次の通りでありま

す。 

   当社は、運転資金の効率的な調達を

行うため、取引銀行8行とコミットメン

トライン契約を締結しております。 

   これら契約に基づく当期末の借入実

行残高は次の通りであります。 

  
貸出コミットメントラインの
総額 

1,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 1,000百万円

  
貸出コミットメントラインの
総額 

1,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 1,000百万円

貸出コミットメントラインの
総額 

1,000百万円

借入実行残高 －百万円

差引額 1,000百万円

※３．消費税等の取扱い ※３．消費税等の取扱い ───── 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、流動負債の「その他」

に含めて表示しております。 

同左   



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 当中間会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年９月30日）  

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

2.配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

  

(2)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  
受取利息 2百万円

協賛金収入 23百万円

 
受取利息 2百万円

協賛金収入 16百万円

受取利息 4百万円

協賛金収入 42百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  

  
支払利息 0百万円

 

  

シンジケートローン手

数料 
3百万円

シンジケートローン手

数料 
6百万円

新株発行費 16百万円

※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの ※３．特別利益のうち主要なもの 
  
損害賠償収入 3百万円

   

 
損害賠償金 0百万円

   

損害賠償金 3百万円

   

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 
  
備品除却損 0百万円

 
建物除却損 7百万円 建物除却損 3百万円

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 
  
有形固定資産 168百万円

無形固定資産 0百万円

 
有形固定資産 201百万円

無形固定資産 0百万円

有形固定資産 373百万円

無形固定資産 1百万円

※６．中間会計期間に係る法人税、

住民税及び事業税の税額及び

法人税等調整額は、当事業年

度において予定している利益

処分による特別償却準備金の

取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算し

ております。 

※６．中間会計期間に係る法人税、

住民税及び事業税の税額及び

法人税等調整額は、当事業年

度において予定している特別

償却準備金の取崩しを前提と

して、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

※６．  ────── 

株式の種類 
前事業年度末株式

数 

当中間会計期間

増加株式数 

当中間会計期間 

減少株式数 
当中間会計期間末株式数 

普通株式（千株）      68 ― ―        68 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

1株当たり配当

額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年6月21日 
定時株主総会 

普通株式      68 1,000 平成18年3月31日 平成18年6月21日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資
1株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月2日 
取締役会 

普通株式 68 利益剰余金 1,000 平成18年9月30日 平成18年12月11日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在） 
  

  

  （百万円）

現金及び預金 2,000

預け金 34

現金及び現金同等物 2,034

 
  （百万円）

現金及び預金 4,571

預け金 97

計 4,669

預入期間が3ケ月を超

える定期預金 

△3,500

現金及び現金同等物 1,169

  

  （百万円）

現金及び預金 4,560

預け金 45

現金及び現金同等物 4,606



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 
─────────── 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  １．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

器具及び備品 － － －

合計 － － －

  

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
(百万円)

器具及び備品 － － －

合計 － － －

２．未経過リース料期末残高相当額   ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 0百万円

１年超 －百万円

合計 0百万円

  
１年内 -百万円

１年超 -百万円

合計 -百万円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

  ３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
  

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払利息相当額 0百万円

  
支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払利息相当額 0百万円

４．減価償却費相当額の算定方法   ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

      リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

５．利息相当額の算定方法   ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

  リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

  

その他有価証券で時価のあるもの 

  

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

  

その他有価証券で時価のあるもの 

  

前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

  

その他有価証券で時価のあるもの 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度末（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

種類 取得原価（百万円）
中間貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 7 11 3 

合計 7 11 3 

種類 取得原価（百万円）
中間貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 9 11 2 

合計 9 11 2 

種類 取得原価（百万円）
貸借対照表計上額
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 8 11 3 

合計 8 11 3 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 



（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 前中間会計期間（自平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

該当事項はありません。 

  

 当中間会計期間（自平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 80,329.32円

１株当たり中間純利益 6,762.42円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

― 

  

１株当たり純資産額 119,243.43円

１株当たり中間純利益 6,770.49円

潜在株式調整後１株当
たり中間純利益 

―

１株当たり純資産額 113,484.28円

１株当たり当期純利益 12,785.53円

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益 

― 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円）① 425 463 828 

普通株主に帰属しない金額（百万円）
② 

― ― 13 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (13) 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（百万円）①－② 

425 463 815 

期中平均株式数（株） 62,988 68,488 63,756.49 



(2）【その他】 

  中間配当に関する事項 

   平成18年11月２日開催の取締役会において、当中間配当につき、次のとおり決議いたしました。 

① 中間配当による配当金の総額      68百万円 

② 1株あたりの金額            1,000円 

③ 支払請求の効力発生日及び支払開始日  平成18年12月11日 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第11期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年3月31日）平成18年6月29日東海財務局長に提出。 

  
 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成17年12月15日

株式会社あみやき亭     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 岡野 英生  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安藤 泰行  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社あみやき亭の平成17年4月１日から平成18年3月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成17年4月１日か

ら平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・

フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社あみやき亭の平成17年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17

年4月１日から平成17年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準に

より中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成18年12月14日

株式会社あみやき亭     

  取締役会 御中   

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 岡野 英生  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安藤 泰行  印 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社あみやき亭の平成18年4月１日から平成19年3月31日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成18年4月１日か

ら平成18年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動

計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社あみやき亭の平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年4月１日から平成18年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から役員賞与に関する会計基準を適用しているため、当該

会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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